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1. 緒言 

昨今、ますます複雑・多様化してきている環境問題を解決するために、我々は社会経済システ

ムやライフスタイルを環境に配慮したものへと変えていかなければならない。そのためには、一人

ひとりの息の長い取り組みが必要であり、環境教育の果たす役割は、これまでにも増して重要に

なってきている。そのため、行政主導で多くの試みがなされてきたが、既往の研究において、環境

問題を系統的・総合的に扱っていないという問題点が指摘されている[1-2]。系統的に教育できてい

ないのは環境そのものの枠組みが完成していないため、環境を他と差別化させて独立に扱うこと

ができないことに起因していると考える。大枠が完成していないのに細かい部分についてのみ検

討するのは本末転倒であり、最初に全体を構築することで総合的な教育が可能となる。さらに、環

境の構造を明らかにすることで系統だった教育を行うことできると考える。また、現在進行形で進

んでいる「環境」に対して速やかに対応するためにも、誰もが修正を加えることができるようなオー

プンソース、つまり、アルゴリズムが明確であるような構築プログラムである必要がある。 
本研究では従来とは全く異なる別の視座から環境そのものへのアプローチを試みる。まず、環

境情報を階層にして統合化していくことで環境学の枠組みを構築し、同時に階層構造から環境学

を体系化していく。また、体系化された環境学を総合的に扱った俯瞰型の環境教育を、初学者・

教育者夫々に対して検討していく。 
 
2. 環境情報の統合化 

環境情報といっても際限なく存在している上に、

定義が明確ではない。そこで、本研究では環境大

事典[3]に掲載されている見出し語を、環境学を構

成する情報（環境情報）群であると捉え、この事典

のみで現在の環境学全体を網羅できると見做すこ

とにした。本事典を用いた場合、環境情報は 1236
語となる。具体的な事典の構成を Fig.1 に示す。こ

こで、この事典に含まれてない情報がある場合、

Fig.1 の形式と同様にその情報に対して説明文を

付与してやることで以下の統合化手法を適用する

ことが可能であり、随時系に情報を追加できる。 
本研究で提案する統合化手法を次に示す。 

Step-1 説明文中にある「主観的に見て、見出し

語を説明する上で重要であると思われる

語（以下説明変数という）」を抽出する。

説明変数は最終的に 690 種類抽出された。 
Step-2 説明変数の出現頻度を数える。 
Step-3 頻度 f （単位：回）を要素に持つ列ベクトルを作成する。 
Step-4 列ベクトル f の成分における最も出現頻度の高い説明変数の出現回数 fmax でベクトル

成分を割る（規格化）。 
Step-5 1236 語に対して同様の作業を行い、説明変数と見出し語で 690×1236 のマトリックスを

作成する。 

Fig.1 環境大事典[3]の構成 
（①：見出し語、②：説明文） 
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Step-6 各見出し語の指向性の類似度を比較するた

めに、クラスタ分析を行う。 
以上の過程を経ることで、見出し語がボトムアップで

順々に結合されている Fig.2 のような樹形図が得られる。

これにより、1236 語の環境情報を 1 つに纏めることがで

きる。最終的に纏められた系そのものが環境学に他なら

ない。 
 
3. 環境学の体系化 

2.で統合化された環境情報群を階層化していくことで、環境学の内部構造を体系化していく。 
クラスタ分析にはいくつかの手法があるが絶対的に信頼できる分析手法は存在しない。そのた

め、4 つの代表的なクラスタ分析手法を用いて総合的に評価することで、体系を最適化した。 
本研究で得られた体系の最適化手法とその段階的な結果を以下に示す： 

Step-1 複雑な樹形図はそれだけでは直感的に評価できないため、樹形図を系のほぼ半分の

位置で分割する。この際、4 つの手法でできるだけ分割数が同じになるようにする。 
Î その結果、各手法ともに分割数は 35 前後となった。 

Step-2 分割された小クラスタ毎に 690 語の中から特に頻度が高く表れている説明変数を「クラ

スタの特徴を特に表している説明変数（以下、支配変数）」として最大 4 つ抽出する。 
Step-3 Step-2 で得られた支配変数から各クラスタの表題（クラスタタイトル）を決定する。 
Step-4 4 手法を比較して、クラスタタイトルの最適化を行う。即ち、複数の分析手法で現れてい

るクラスタタイトルは採用し、併合されやすいクラスタタイトル同士は結合する。 
Î この結果、平均 35 分割された環境情報は最終的に 32 の分野として表された。 

Step-5 Step-1 と同様に分割数を順に減らし、その過程でどう結合するか検討する。 
Î その結果、現状より分割数を減らす際には、結合順位に一貫性がなく、不具合

が生じることが分かった。即ち、これ以上分割数を減らすのは不適当である。 
Step-6 樹形図全体の構造如何に関わらず、最初に結合したクラスタ同士の関連性が最も高い

と考え、それらを纏め上げることにより、さらに統合化を進める。 
Step-7 クラスタ毎に最初に結合するクラスタを求め、「2 手法以上で最近接関係を共有してい

る」ことを条件に最適な最近接クラスタを決定する。 
Î 纏めた結果、32 分野はさらに 19 分野までに纏めることができた。 

Step-8 19 分野より簡潔に纏めるために、Step-7 よりも緩い結合条件を課す。即ち、Table 4-8 か

ら、「少なくとも 1 手法で最近接関係を共有している」且つ「どちらかのクラスタには 2 手

法以上でもう一方のクラスタと最近接関係を有している」という条件を設定する。 
Î これにより、19 分野は、更に 16 分野にまで統合された。以上、一番近くのクラス

タ同士を結合する統合化手法では、16 分野まで纏めることが可能である。 
Step-9 次に Step-7 と同様にクラスタ毎に 2 番目に結合するクラスタを求める。 

Î しかし、2 番目の結合では関連性がかなり弱くなっており、そこから分野間を纏め

ることはできなかった。 
以上の手法によって、最終的に得られた結果を Table 1 に示す。環境学が 32→19→16 分野と

秩序だって統合されている。この結果は主観的に見て妥当であると考えられるが、さらに体系を纏

めたい場合若しくは主観を重視したい場合は機械的な作業に従うことなく、自らの意思でクラスタ

タイトルを結合し、分野を統合することも可能である。 
環境学の構造を教育に適用させる場合、得られた分野毎に教育を行うことが最も効率がよいと

考えられる。だが、同じ分野でも学年別で扱う内容が異なり、俯瞰型の教育のためにも分野間の

相互関係が明らかにされなければならない。以上 2 点に関して、次で検討する。 

Fig.2 得られる樹形図（イメージ） 



 
4. Case Study I: 対象年齢を考慮した環境教育内容 

体系化された環境学の分野構造に基づき、分野毎に教育する際に必要とされる環境情報の抽

出、及び、対象年齢別に環境情報を選定することで、適切な環境教育内容を提示した。 
情報抽出は、Table 1 で示された各分野の支配変数がどれか 1 つでも説明文中に出てきた場合、

その見出し語を当該分野の環境情報として抽出することによって行った。例えば、［民間の環境に

対する取り組み］分野の教育を考えた場合、この手法で抽出された見出し語は 1236 語のうち 124
語であった。環境学の体系化の際にこの分野のクラスタに含まれていた見出し語は約 70 語程度

であった。よって、このプロセスを経ることで、包含される情報量は 2 倍近くに増え、詳しく教育を行

うことができる可能性が示唆された。 
次に、「学習者の教育レベルに即した教育内容」のため、得られた環境情報を対象年齢別に振

り分ける。年齢別抽出は全ての見出し語のうち、対象年齢に対して記述された参考書に掲載され

ているものだけを残すことによって行われた。今回は［民間の環境に対する取り組み］分野と同じ

主題で記述されている『地球白書』（中高生用）と『こども地球白書』（小学生用）を用いた[4]。 
［民間の環境に対する取り組み］分野で抽出された 124 語は、小学生レベルでは以下に示され

る 6 語程度で十分であることが分かった。また、中高生レベルでは 5 語追加されて 11 語となった。

専門的に環境学を学ぶ人に対しては、124 語全てを提示する。以上より、初学者に対して教育す

る際には 5 語→11 語程度に限定し、環境学を専門としたい人に対しては 124 語全ての情報を提

示するのが最適であると考える。 
小学生対象: 環境コスト、環境指標、グリーン購入、持続可能な開発に関する委員会、世

界自然保護基金、熱帯雨林の減少（6 語） 
更に追加される情報: エコ・エフィシェンシー、公害、持続可能な開発のための世界産業

人協議会、生物多様性条約、全米野生生物連盟（5 語） 
 

Table 1 体系化された環境学の階層構造 

クラスタタイトル 支配変数 32分野 19分野 16分野
環境の価値 価値 1 1 1
環境影響評価 評価・環境影響・アセスメント・LCA 2
民間の環境に対する取り組み 保全・事業・産業・法人 3
地球に関する情報及びデータベース 情報・データ 4 3 3
農業と森林破壊 農業・森林・熱帯・食料・人口 5
失われゆく生物多様性とその保全に向けた取り組み 保全・多様性・生物多様性・野生生物・種 6
開発 開発 7 5
オゾン層破壊 オゾン・オゾン層 8
環境破壊 破壊・環境破壊 9
マネジメントシステム審査 規格・マネジメント・ISO・審査 10 7 6
廃棄物 廃棄物 11
リサイクル リサイクル 12
資源 資源 13 9 8
国際市場における環境対策 経済 14
循環型経済社会の構築 社会 15
環境保護支出勘定 費用・税金・経済 16
エネルギー エネルギー 17
環境と発電事業 発電・原子力 18
環境保全型科学技術 科学・科学技術 19
研究 研究 20
地球環境問題 地球 21
温室効果ガス 温暖化・ガス・温室効果 22
二酸化炭素 CO2 23
海洋環境 海洋 24
大気汚染公害と運輸・交通 自動車・大気・大気汚染・公害 25
環境と公害 公害・被害 26
薬害と社会的責任 薬害・水俣病・患者・訴訟・過失・責任 27
環境法 法律 28 16
健康影響 毒・健康・リスク・労働・食品 29 17
汚染物質排出 排出 30
気候変動 COP・気候変動・気候 31
化学物質 化学物質 32 19 16

18 15

14 13

15
14

12 11

13 12

10 9

11 10

6 5

8 7

2 2

4
4



5. Case Study II: 俯瞰型教育のためのネットワーク構造 
多面的な俯瞰型教育を行うために、環境学の構造をネットワーク化することで各分野の相互関

係を明らかにした。今回は環境学が［環境影響評価］、［廃棄物］、［リサイクル］の 3 分野のみで構

成されているとした。 
ネットワーク化は以下の作業によって行われた。 

Step-1 4.で当該分野の環境情報として抽出された見出し語群でマトリックスを作成する。 
Step-2 分野別のマトリックスから、各分野の支配変数部分の要素を全て削除する。 
Step-3 新しく得られたマトリックスに対して 3.で行った手法を適用し、「支配変数」を決定する。

この「支配変数」は Step-2で抜き出された従来の支配変数を構成する変数である。以下、

副支配変数とする。 
Step-4 全ての分野で同様の作業を行い、分野間で共通した支配変数・副支配変数がある場

合、結合する。 
分野間で得られたネットワーク構造を Fig.3 に示す。共通する支配変数・副支配変数を結合す

ることでノードが形成され、各支配変数を中心とするハブ構造が示されている。これにより、以下の

ように分野間の関連性が解釈される。 
z 廃棄物とリサイクルは共通項が特に多いため、非常に密接な関係にあるといえる。リサイク

ルが通常廃棄するものを再生利用する行為であることを考慮すると当然の結果である。 
z 環境影響評価との関連性の高さを見ると、より共通項の多い廃棄物の方が関連性は高い

と考えられる。 
さらに、本ネットワーク構造を環境教育に適

用させると、以下のような可能性が期待され

る。 
z 学習者の興味に応じた対話的な操作

により、複雑な環境学の構造を好みに

応じて解きほぐして教育することが可

能 
z 難易度別の構造が提示可能 
z 既存教育方法の環境学全体における

位置付けを行うことが可能 
z 新規な教育方法の提示が可能 

 
6. 結論 

雑多な 1236 語の環境情報を機械的に 16 分野に纏め、環境学を体系化することができた。その

構造はかなりの妥当性を有しているといえるが、主観を加えることで各人が個別により妥当と思わ

れる結果を得ることもできる。得られた分野に対して、各分野内では教育内容を対象年齢別に分

類することで、教育時の優先順位を決定させた。各分野間にネットワークを構築し、関連性の有無

を明らかにした。このネットワークからは環境教育に対して様々な利用法を提示することができ、汎

用性の高さが示唆された。 
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Fig.3 分野間の関係とネットワーク構造 
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